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SBテクノロジー 経営理念

たのしむ

つなぐつくる

成長

価値
信頼

多様な働き方と挑める環境で先進技術と創造性を磨き、
社会に新しい価値を提供し続ける

3つの視点 × 3つのアクションで
多様性を認め合う

情報革命で人々を幸せに
～技術の力で、未来をつくる～

Mission
存在意義

Vision
目指す姿

Value
価値観・行動指針
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第3次中期経営計画期間での環境変化

新型コロナウイルス
感染症の拡大

経済の不安定化
コロナ禍での事業継続

非接触でも持続可能な
社会への模索

デジタルガバメント
企業DXの加速

新型コロナウイルス感染症により社会が大きく変わった一方で、
非接触 / テレワークなどを中心としたデジタル化が大きく前進



4

サステナビリティ経営

持続可能な経営のために、サステナビリティ経営を推進

① 社会から求められ続けるために
・クラウド&セキュリティの推進
・DX（サービス化、ITの民主化）を推進

② 価値を提供し続けるために
・社員教育や時代に合わせた施策の推進
・社員/パートナー含めたリソースの強化

③ 社会から信頼され続けるために
・サステナビリティ基本方針策定、マテリアリティ特定
・高いガバナンス水準と透明性の担保

SBTグループは持続可能な社会の実現に向け、
事業・企業活動を通じて、

さまざまな社会課題の解決に取り組みます。
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①対処すべき課題（サービスプロバイダーへの進化）

開発 5年運用

サービス型 (10県)

個別構築 (4県)

5年運用

ノウハウ / 知見

過去のノウハウ / 知見を活かし、サービス型へ昇華し10県へ提供
複雑化するサイバー攻撃に対して自治体をサポート

サービス開発
システム移行

FY17FY16 FY22FY21… …

自治体
情報セキュリティ
クラウド
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①対処すべき課題（コンサル&ビジネスITの創出）

職員自ら実装するモデルにより “ITの民主化” を実現
行政サービスへのアクセシビリティを促進

電子申請基盤の構築 IT教育サービス 職員自らワークフローを実装

約3,000件ある手続きのうち
2,500件超 (約8割) をオンライン化

(2022年3月時点)

延べ約3,400人の
職員が受講

横展開可能な基盤を
FY19に構築
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①EC事業の縮小

今後のEC事業は既存契約更新のみを担当し、一部人財は成長領域へ再配置

新規獲得
(マーケティング活動等)

EC事業 創業～FY21 FY22以降

SBTが対応

SBTが対応

ノートンライフロック社
が対応

引き続き
SBTが対応

FY22営業利益
▲4億程度の影響

成長領域へ
人財を再配置

既存契約更新
(契約維持活動等)
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②価値提供を続けるための人事施策

競争力の源泉である人財に対して、社会変化に合わせた施策を実施

※1：2022年5月末時点
※2：専門かつ高度な職業能力を持つ人財
※3：幅広い知識とプロジェクトマネージャーとしての実務経験が求められるプロジェクト管理の国際標準資格
※4：5年以上の経験豊富なビジネスアナリシス実務経験者を認定する資格試験

多様な働き方への選択肢
(2020年7月～)

テレワーク
主体勤務

オフィスワーク
主体勤務

比率

62%

38%

多様な働き方
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(見込)

年間平均給与

+100万円

ベア実施
賞与支給増額

2018/10～
社員持株会開始
加入率 59%※1

万円

社員採用
 新卒採用倍増チャレンジ

 中途採用 100名 の継続
 高度プロフェッショナル※210名

教育

 PMP※3保有者 129名
 CBAP※4取得者 50名

戦力強化

パートナー

 開発パートナー 約3,000名

 能力開発休暇 取得人数 184人
取得総日数 410日
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②価値提供を続けるための人事施策

標
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社員総合満足度 (5段階評価) 社員退職率 営業利益
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第4次中期経営計画での成長の方向性
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FY22
構造改革

生産性向上
に注力

構造改革の後、
高い生産性で高利益率の

大きな成長を目指す

第4次 中期計画

億円

営業利益

～FY24

EC事業/構造改革によりFY22は微増益、FY24には営業利益80億円へ

営業利益
80億

営業利益率
9%台

クラウド・セキュリティ
&サービス売上高

500億超

FY24 経営指標

営業利益率



株主還元
毎期の連結業績、投資計画、手元資金の状況等を総合的に勘案しながら、

安定的かつ継続的な配当を基本としておりますが、株価の動向や財務状況などを
考慮しながら必要に応じて自己株式の取得・消却等についても検討する方針

※1：2017年6月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っており、それ以前の配当額を調整しております。
※2：FY21の当期純利益のうち投資有価証券の売却を除いた金額をベースに算出
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配当性向【%】

33.4

投資有価証券の売却を
除いた場合

FY21当期純利益36.3億円（前期比+49.5%）を達成
株主還元の拡充として期末配当金10円増配（予定）

25

25

(予)

※2

配当金(約10億(予定))に加え

自己株式の取得12億を実施
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Service Platform

クラウド & セキュリティNo.1の ITサービス企業
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